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鹿児島県 霧島市 霧島市国分体育館

全国都市問題会議「防災とコミュニティ」

【 概  要 】

1. 鹿児島の歴史から学ぶ防災の知恵

志學館大学人間関係学部教授：原口   泉    

  (1) 南九州のシラス文化と自然災害

  (2) 門割制度という防災農法

  (3) 人災から歴史資料を守る

2. 霧島市の防災の取組「火山防災」

鹿児島県霧島市長：中重   真一

  (1) 鹿児島県の自然災害

  (2) 新燃岳噴火による市の対応

  (3) 火山防災の取組

   ① 住民、登山者への安全対策

   ② 農業被害対策

   ③ 観光業界等の被害対策

   ④ 自治体間、関係機関等との連携・協力

3. 地域から地域防災力強化への答えを出すために

尚絅学院大学人文社会学群長：田中   重好

  (1) 注目されるコミュニティ防災、「共助、自助」

  (2) コミュニティをどう捉えるか

  (3) 災害時のコミュニティの実態

  (4) 現在の防災・復興対策におけるコミュニティに関する課題・問題点

  (5) 自治体で、どうコミュニティ対策をしていったらいいのか

4. 平成30年7月豪雨災害における広島市の対応と取組について

広島県広島市長：松井   一實

  (1) 災害応急対応

  (2) 生活再建に向けた取組
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  (3) 周辺町への災害対応職員の応援派遣

  (4 )本格復旧に係る基本方針

  (5) 平成30年7月豪雨災害を受けて

  (6) 皆様にお伝えしたいこと

5. パネルディスカッション

  (1) 防災とコミュニティ

追手門学院大学地域創造学部

地域創造学科長・教授：田中   正人

  (2) コミュニティ・レジリエンス醸成のカギを探って

専修大学人間科学部教授：大矢   根淳

  (3) 目標と限界を共有する戦略的な連携計画

香川大学地域強靭化研究センター特命准教授：磯打千雅子

  (4) 地域コミュニティの強化を目指して

霧島市国分野口地区自治公民館長：持留   賢二

  (5) 安全・安心なまち三島を目指して 静岡県三島市長：豊岡   武士

  (6) 防災活動を通じた地域との連携 和歌山県南海市長：神出   政巳

【 所感、知立市政への反映に向けた課題等 】

◆災害に強いまちづくりに向けて

・個々人の自助を基本としつつ、行政に

   よる公助、地域コミュニティによる共

   助が相互に機能し、総合的に取り組む

   ことができてこそ、災害に立ち向かい、

   乗り越えることができると考える。  

・災害時の対応力を高めるには、事前の

   防災・減災に取り組むことはもちろん

   のこと、日常的なまちづくりや福祉的な活動を含めた様々な活動を通じ

   て、多様・多層的なネットワークを築いていくことが有効である。

・全国的に多発する大規模災害に対し、住民一人ひとりによる自助、地域

   住民やボランティア、民間企業等が協力して取り組む共助が重視されて

   きており、行政には限界があるという認識が広まってきている。

⇒ 今回の講義やﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝから、身近な地域活動力＝地域

    の災害対応力であることが認識できました。

    地域の災害対応力の向上を図るには、日頃の身近な地域活動の

    充実・活性化が必要であると共に、低迷している自治会加入率の

    向上を図る必要があると感じました。      



    自助、共助、公助の間に一線を引くのではなく、この三つを分ける

    三分論という考え方を見直し、地域住民自らが、それぞれの地域

    の問題点を洗い出し、行政側と連携・調整をしながら課題を解決

    していくことが、地域の防災力向上に繋がっていくと考えます。

    こうした問題意識を醸成するには、個人・地域の防災意識の向上

    が必要不可欠であります。

    今後の防災・減災対策は、行政や企業等の個々のＢＣＰではなく、

    この個々のＢＣＰを包括した、ＤＣＰ （Ｄｉｓｔｒｉｃｔ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ 

     ： 地域継続計画） の策定の必要性を感じました。

    これらを認識した上で、知立市の防災・減災対策に精力的に努め

    ていきたいと思います。

以     上


